声　　明
１．３月11日に発生した東日本大震災および福島第一原発事故等の対策により、公務員連絡会は、当初予定した回答交渉を延期し、本日、人事院総裁および総務大臣と交渉を行い、2011春闘要求に対する回答を引き出した。
２．人事院総裁からは、①大震災を踏まえ、民間給与実態調査は5月には行わず、公務員連絡会と意見交換しながら今後判断する、したがって例年と異なる状況にあることを前提としつつ、②適正な公務員給与水準を確保するという基本姿勢に変わりはない、③非常勤職員については今後も必要な見直しを行っていく、④定年延長に関してできるだけ早期に意見の申出を行い、申出に向けた交渉を行う、などの回答が示された。
総務大臣からは、①国家公務員の給与引下げについて5月に説明し、理解が得られるよう話し合う、②国の出先機関改革にあたっては雇用の確保に努める、③政府全体の超過勤務縮減に努力、④非常勤職員の処遇改善等について検討、などの回答が示された。また、地公部会要求に対しては、①給与等については労使間交渉も含めて地方公共団体が主体的に決めるべき、②臨時・非常勤等職員の雇用安定・労働条件改善について制度面からも必要な検討を行う、③新たな高齢期雇用施策について、国に遅れることのないよう対応を検討、④地方公務員制度改革については組合にも十分に意見を聞く、などの回答が示された。
自治体における自律的労使関係制度の構築に向けた積極的姿勢が明確にされなかったことは不満であるが、自治労は引き続き、地公部会に結集して、消防職員を含む自治体労働者の労働基本権の確立に全力をあげる。
３．自治労は、臨時・非常勤等職員の抜本的な処遇改善の取り組みを重要課題とし、公務員連絡　会地公部会の「臨時・非常勤職員の処遇改善、雇用安定に向けた法改正を求める署名」に積極的に取り組み、４月15日には、第１次集約分を総務省に提出した。総務大臣回答は「処遇改善等について検討」にとどまり、地方自治法改正など具体策には触れられなかったが、民主党にワーキングチームが設けられたことも踏まえ、引き続き法改正の取り組みを強化する。
４．本年の人事院勧告は不透明な情勢にあるが、政府・政治の不当な圧力を排除するとともに、段階的定年延長については、地方が国の実施に遅れることのないよう、勧告時期に関わらず早急に意見の申出を行うことを引き続き求めていく。
５．国家公務員の総人件費削減問題については、公務員連絡会と一体となった取り組みを進め、一方で　地方公務員に影響させないよう引き続き総務省対策を強化する。
６．３月の大震災は、被災対応、支援対応を含め、多くの自治体単組で2011春闘に影響を与え、　民間春闘においても大幅な遅れが見られるが、今後とも、地域の民間中小労組とともに、全国一般評議会、公共サービス民間労組評議会など自治労加盟の民間労組と未決着自治体単組の要求の前進に全力をあげなければならない。同時に、明後日に迫った統一自治体選挙の後半戦勝利に向け、最終盤の行動を全力で行う。
　被災した住民・地域に一刻も早く安心できるくらしを取り戻すため、現地の組合員をはじめ、全国の仲間が昼夜を問わず取り組みを進めている。自治労は、「被災現地の自治体職員・組合員の業務を支える」ことを中心課題とする支援行動を進め、自治体行政の復旧・復興に向け、組織の総力を挙げて行動を展開していく。
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